
令和 8年 4月 1日 

令和８年度 品川区立荏原第六中学校いじめ防止基本方針 

 

 この方針は、全ての生徒が安心して日々の学校生活を送り、教育目標を達成できるために、いじめを

はじめとする人権侵害は決して許されない行為として、早期発見にとどまらず、未然防止に取り組むこ

とを全教職員が一丸となり全ての教育活動において日々実践するためのものである。 

 

１ 基本理念 

（１）いじめは、全ての生徒に関係する問題であることを鑑み、全ての生徒が安心して学習その他の活動 

に取り組むことができるよう、学校の内外を問わずいじめが行われなくなるようにすることを旨とし 

て行う。 

 

（２）全ての生徒がいじめを行わず、および他の生徒に対して行われるいじめを認識しながらこれを放置 

することがないようにするため、いじめが生徒の心身に及ぼす影響その他のいじめの問題に関する生 

徒の理解を深めることを旨として行う。 

 

（３）いじめを受けた生徒の生命および心身を保護することが特に重要であることを認識しつつ、区教育 

委員会、区立学校、保護者、地域住民及び関係機関等の連携の下、いじめの問題を克服することを目 

指して行う。 

 

２ いじめの理解 

（１）いじめの定義 

  「いじめ」とは、学校に在籍する生徒に対して当該生徒と一定の人的関係にある他の生徒が行う心理

的または物理的な影響を与える行為（インターネットやＳＮＳを通じて行われるものを含む。）であって、

当該行為の対象となった生徒が心身の苦痛を感じているものをいう。 

 

（２）いじめの内容 

 具体的ないじめの態様として、以下のようなものがある 

・冷やかしやからかい、悪口や脅し文句、嫌なことを言われる 

・仲間はずれ、集団による無視をされる 

・故意にぶつかられたり、遊ぶふりをして叩かれたり、蹴られたりする 

・金品等をたかられる 

・金品等を隠されたり、盗まれたり、壊されたり、捨てられたりする 

・嫌なことや恥ずかしいこと、危険なことをされたり、させられたりする 

・パソコンや携帯電話等で、誹謗中傷や嫌なことをされる など 

 

（３）いじめの解消 

  いじめが「解消している」状態とは、少なくとも次の 2つの条件が満たされている必要がある。 

 

条件① いじめに係る行為が止んでいること 

   いじめを受けた生徒に対する心理的または物理的な影響を与える行為（インターネットを通じて 

行われるものを含む。）が止んでいる状態が相当の期間継続していること。 

   この相当期間とは、少なくとも 3か月を目安とする。ただし、いじめの被害の重大性等からさら 



に長期の期間が必要であると判断される場合は、この目安に関わらず、区教育委員会、学校いじ 

め対策委員会などの判断により、より長期の期間を設定するものとする。 

 

条件② いじめを受けた生徒が心身の苦痛を感じていないこと 

いじめに係る行為が止んでいるかどうかを判断する時点において、いじめを受けた生徒が当該い 

じめの行為により心身の苦痛を感じていないと認められること。いじめを受けた生徒本人及びそ 

の保護者（家庭でのようす）から、心身の苦痛を感じていないかどうかを面談等により確認する。 

 

なお、2つの条件が満たされている場合であっても、必要に応じて、いじめを受けた生徒といじめを 

行った生徒との関係修復状況などいじめを受けた生徒の様子や心情を確実に把握し、安心して生活 

ができるようになるまで支援を継続する。 

  

（４）いじめ重大事態の定義 

  いじめ防止対策推進法第 28 号第１項により 

・いじめにより当該学校に在籍する児童等の生命、心身又は財産に重大な被害が生じた疑いがある 

と認めるとき（同項第１号「生命心身財産重大事態」という） 

・いじめにより当該学校に在籍する児童等が相当の期間学校を欠席することを余儀なくされている 

疑いがあると認めるとき（同項第２号「不登校重大事態」という） 

 

３ 学校及び教職員の責務 

 学校及び学校の教職員は、基本理念にのっとり、保護者、地域住民および関係諸機関との連携を図り

つつ、学校全体でいじめの防止および早期発見に取り組むとともに、当該学校に在籍する生徒がいじめ

を受けていると思われるときは、適切かつ迅速にこれに対処する責務を有する。 

 

４ いじめ防止等のための組織 

（１）学校いじめ対策委員会 

  ア 設置の目的 

   いじめの防止等に関する措置を学校全体で共有し実行的に行う。「未然防止」「早期発見」「早 

期対応」の段階に応じて重大化させないための効果的な対策を講じる。重大事態が発生した場合

には区教育委員会への報告とともに関係諸機関と連携し、解決を図る。 

 

  イ 所掌事項 

   デイケン（毎日）、いじめ D アンケート（毎月）、NiCoLi（年 3回）、学校風土調査（年 2回）などの 

アンケートから発覚した事案や、生徒、保護者、教職員、スクールカウンセラー（ＳＣ）などからの情報 

でいじめの可能性があるもの、明らかにいじめと考えられるものを取り上げる。 

 

  ウ 会議 

定例月 2回。緊急の案件については学校長の判断で臨時に会議を開催する。ただし、生徒情報の 

共有等は、運営委員会、生活指導部会、特別支援教育校内委員会においても実施する。 

 

  エ 委員構成 

    校長、副校長、主幹教諭、生活指導主任、学年主任、養護教諭、スクールカウンセラー 

    ※事案に応じて、学級担任、教科担任、部活動顧問、福祉・心理の専門家等が入る。 



 

５ 段階に応じた具体的な取組 

（１）未然防止のための取組 

  ア いじめに関する授業「トリプルチェンジ」を全学年、全学級、年間 3回以上実施する。 

  イ 全校集会、学年集会を定期的に行い、いじめに関する講話を行う。 

  ウ 外部機関と連携し、1学期にセーフティー教室を実施する。 

  エ 全教員を対象に人権尊重に関する校内研修を実施する。 

  オ 朝会において、生徒会が作成した、いじめ防止の呼びかけである「六中宣言」の唱和を行う。 

  カ 年度当初の保護者会で基本方針を保護者に周知し、啓発する。 

 

（２）早期発見のための取組 

  ア 一人一台端末を利用した各種調査の実施 

・デイケン（毎日） 

・いじめＤアンケート（毎月） 

・NiCoLi（年 3回） 

・学校風土調査（年 2回）） 

イ 1学期に、ＳＣによる 7年生全員を対象とした面談を行う。 

ウ 学年会、生活指導部会、特別支援部会等の各種会議において情報共有を行う。 

エ 全教員により日常的に校内巡回を行い、生徒の小さな変化を見逃さないようにする。 

オ 日頃から保護者との連絡を密に行い、学校での様子や家庭での様子を共有する。 

 

（３）早期対応のための取組 

ア いじめの発見・通報を受けたときの対応 

・遊びや悪ふざけなど、いじめと疑われる行為を発見した場合、すぐにその行為を止める。 

・生徒や保護者等から「いじめではないか」との相談や訴えがあった場合は、真摯に傾聴する。 

その際、いじめ被害生徒やいじめを知らせてきた生徒の安全を確保する。 

・発見、通報を受けた教職員は一人で抱え込まず、速やかに管理職に報告し、学校いじめ対策委員 

会等で情報共有する。 

・速やかに関係生徒から事情を聴き取り記録し、いじめの事実を確認する。 

・学校だけで解決が難しい状況になると予測される場合、早い段階で区教育委員会および関係諸 

機関との連携を図る。 

 

イ いじめ被害生徒への対応・支援 

・生徒の個人情報の取扱い等、プライバシーには十分留意する。 

・いじめ行為がエスカレートすることに留意し、教職員全体で守り抜くことを伝える。 

・心理的ストレスや不安を解消するため、ＳＣとの面談等により心のケアを行う。 

・生徒にとって信頼できる友人、教職員、家族等と連携し支える。 

・授業中や休み時間は複数の教員の目で見守るなど、安全を確保する。 

・教室に入ることが難しい場合は、校内別室等の居場所を説明し、学校としてできる範囲内で学 

習支援を行う。 

   ・登校が難しい場合は、学級担任をはじめ、学年の教員による電話連絡や家庭訪問を適宜行うと 

ともに、マイスクール等の学習支援環境を説明し、学習の保障を行う。 

   ・謝罪や事後の行動観察の結果，いじめが解消したと思われる場合でも、見守りは継続する。 



 

ウ いじめ加害生徒への対応・支援 

・いじめは絶対に許される行為ではないことを理解させるためにも、単発的な指導にとどまらない 

組織的かつ継続的な指導を行う。 

・いじめ加害生徒が自身の行為を認識し、相手が苦痛を感じていることを理解した上で、適切な相手

との関わり方を考えさせるなど、行為の内容や状況を踏まえた指導を行う。 

・いじめ加害生徒の保護者に、事実関係と学校の指導方針を丁寧に説明した上で、家庭での指導を依 

頼する。学校と保護者が協力して粘り強く指導を行う。必要に応じて、ＳＣやＳＳＷが心理的な面や福 

祉的な面からの支援を行う。 

・加害生徒が抱える問題にも目を向け、いじめを繰り返さないよう継続的に指導・支援する。 

 

エ  いじめが起きた集団への働きかけ 

・ 知らなかった生徒や傍観していた生徒に対しても、自分の問題として捉えるように指導する。 

・ いじめをやめさせることはできなくても、誰かに知らせる勇気をもつよう伝える。 

・ はやしたてたり、同調したりする行為は、いじめに加担する行為であることを理解させる。 

・ 教育活動全体を通して、いじめは絶対に許されない行為であり、根絶しなければならないという 

態度を育む。 

 

オ ネット上のいじめへの対応 

・不適切な書き込み等について、拡散を防ぐため、速やかに拡散防止を図る。一方で、必要に応じて削

除せず、直ちに警察に通報した上で、警察と連携した対応を行う。 

・隠し撮りや不適切な画像、動画等について、拡散を防ぐため、速やかに拡散防止を図る。一方で、必

要に応じて削除せず、直ちに警察に通報した上で、警察と連携した対応を行う。 

・生徒の生命、身体又は財産に重大な被害が生じるおそれがある場合は、直ちに警察署に通報した上

で、警察と連携した対応を行う。 

・生徒が悩みを抱え込むことのないよう、法務局・地方法務局におけるネット上の人権侵害情報に関

する相談など、関係機関の取組を周知する。 

・情報モラル教育の推進と保護者への啓発活動を行う。 

 

（４） 重大事態への対処 

ア 重大事態の判断 

  重大事態に該当する可能性のある事案を把握した場合、速やかに「学校いじめ対策委員会」を開催し、

次の各項の例を参考に、重大事態の定義に基づき、重大事態に該当するかどうかの判断を行う。 

  

【 生命、心身または財産に重大な被害が生じた場合 】 

 〇生徒が自殺を企図した場合 

 （例）・軽傷で済んだものの自殺を企図した。 

 〇身体に重大な障害を負った場合 

  （例）・暴行を受け、骨折した。歯が折れた。 

     ・投げ飛ばされ脳震盪となった。 

     ・カッターで刺されそうになった。 

 〇精神的に重大な被害を被った場合 

  （例）・多くの生徒等の前でズボンと下着を脱がされ裸になった。 



     ・わいせつな画像や顔写真の加工画像をインターネット上で拡散された。 

 〇精神性の疾患を発症した場合 

  （例）・リストカットなどの自傷行為を行った 

     ・心的外傷後ストレス障害と診断された。 

     ・嘔吐や腹痛などの心因性の身体反応が続く 

     ・意識を失うまたは過呼吸で倒れるようになり救急搬送された。 

 〇金品等に重大な被害を被った場合 

 （例）・複数の生徒から金銭を強要され、総額 1万円を渡した。 

      ・スマートフォンを水に浸けられ壊された。 

 

【 生徒が相当の期間欠席をしている場合の判断 】 

 不登校の定義を踏まえ、年間 30日を目安とする。ただし、生徒が一定期間連続して欠席しているよう

な場合には、この目安にかかわらず、区教育員会と学校の判断により迅速に着手する必要がある。 

 また、欠席が続き、復帰ができず転学した場合も重大事態として扱う。 

 

【 生徒およびその保護者からの申立てにより疑いが生じた場合の判断 】 

 いじめ被害生徒およびその保護者から、「いじめにより重大な被害が生じた」という申立てがあり、上

記の例に類する重大な被害が生じていることが疑われる場合は、「いじめにより重大な被害が生じた

疑いがある」ものとして、生徒の早期支援と同時に、学校いじめ対策委員会による調査を実施し、事

実関係の確認を行う。 

 

イ 重大事態発生の報告 

  学校いじめ対策委員会において、重大事態の発生が確認されたまたは疑いがあると判断した場合は、

速やかに区教育委員会に報告し、調査を実施する。事実関係を確認後は調査報告を作成し、区教育

委員会の指導のもと調査書を提出する。 

 

ウ いじめ被害生徒の安全確保・不安解消のための支援 

・全教職員が協力して、登校から下校までの見守り体制を図り、安全を確保する。 

・いじめ被害生徒の身体への被害、財産への被害、精神的な被害の完全な回復と不安の解消のため 

に、組織的な支援を行う。 

・いじめ加害生徒によるいじめの行為が行われなくなっても、いじめ被害生徒の不安が解消され、 

安心して学校生活を送ることができるようになるまでは、継続的な支援を行う。 

 

エ いじめ被害生徒の保護者との連携 

・いじめ被害生徒の保護者に対して、いじめ重大事態の認定と区教育委員会への報告および調査の

実施について説明を行う。また、事案の事実関係を明らかにする調査の結果等の情報を提供する。 

・調査結果とともに、いじめ被害生徒が安心して学校生活を送れるようにするための方策について保

護者に説明し、意見を聴取して理解を得るとともに、保護者とともに連携を図り、対応の結果等にお

いて、どのように状況が改善されたかを確認する。 

 

オ 外部人材や関係機関との連携 

・いじめ被害生徒が受けた身体への被害については、医療機関等と連携し、完全に治癒するまでそ 

の状況を確認する。 



・財産への被害については、警察の方針を踏まえ、必要に応じて学校または区教育委員会といじめ加

害生徒およびその保護者とが十分に協議し、適切に回復がなせるように努める。 

・精神的な被害については、その状況を的確に把握し、保護者の理解を得ながら、医療や福祉等の関

係機関、ＳＣやＳＳＷ等の心理や福祉分野の専門家と連携して支援を行う。 

 

カ いじめ加害生徒への対応およびその保護者との連携 

・複数の教職員で適切に役割を分担し、毅然とした態度でいじめは絶対に許されないことを指導す

る。 

・全教職員の総力により、二度と同様の行為を行うことのないよう指導体制を構築し、再発を防止す

る。 

・いじめ加害生徒が自身の行為の誤りや過ちを振り返り、改善が見られた場合には、どのように行動

すれば、学校のすべての生徒が安心して学校生活を送ることができるようになるかを考えられるよ

うに促し、自己の目標を決める等して実践できるよう指導する。校外においても保護者とも連携し、

健全育成を図る。 

・いじめ加害生徒およびいじめを行った疑いのある関係生徒の保護者に対して、いじめ重大事態の認

定と区教育委員会への報告、および調査の実施について説明を行う。 

 

キ 保護者や地域との連携の具体的方策 

・校区教育協働委員会でいじめ重大事態について、個人のプライバシーに配慮しつつ学校の対応、指

導方針等を伝え、委員会からの見解や地域での見守りが必要な場合は協力を仰ぐ。 

・いじめ被害生徒およびいじめ加害生徒の保護者の認識が異なり、関係が悪化したり争いが起こっ 

たりすること等が想定される場合には、学校は区教育委員会の指導・助言を受けながら、必要に応

じて互いに面会する機会を設定し、問題の解決に向けて双方が理解し合えるように調整を図る。 

・いじめに関わる関係生徒等の保護者が子どもとの関係に悩みを抱えている場合等には、ＳＣが相談 

に応じるなどして、学校と保護者の信頼関係の構築に努め、対応する。 

 

ク いじめ重大事態調査結果への対応と再発防止 

・区教育委員会の指導・助言を受けて、生徒に必要な支援を行う。 

・生徒への支援策として、いじめ被害生徒に対しては、重大な被害を受けている場合には、心のケアや 

安心した学校生活を送ることができるようになるための支援を行う。また、不登校となっている場合

には、学びの継続に向けて家庭や関係機関、SCや SSW等と連携して学習支援や登校支援を行う。

事案によっては、長期的な環境調整が必要となる場合もあり、進級や進学、転学の際にも生徒の情

報を確実に引き継ぎ、継続的な見守りを行う。 

・いじめ加害生徒に対しては、当該生徒が抱える課題や家庭環境、事案の内容を踏まえつつ成長支援

の観点から、保護者とも協力し、指導及び支援を継続して行う。また、いじめ加害生徒およびその保

護者に対して、SCや SSWによる支援や児童相談所、子ども家庭支援センター、警察署、少年センタ

ー等の関係機関と連携した支援を行う。 

・二度と同じ事態が発生しないようにするために、調査報告書の内容および提言された再発防止策に

ついて真摯に受け止め、いじめの防止等に関する組織的対応の徹底など、これまでの対応の見直し

と再発防止策の確実な実施に取り組む。 

 

６ 教職員研修計画 

（１）年度当初に本校のいじめ防止対策基本方針の内容に関する研修を全教職員対象に行う。 



（２）区のいじめ防止教育リーダー教員研修受講者による伝達研修等を、年に 3回以上行う。 

 

７ 保護者との連携および啓発の推進に関する方策 

（１）年度当初の保護者会において、いじめ防止対策基本方針についての説明を行う。 

（２）学校便りや学校ホームページなどを利用して、いじめ防止に向けて基本方針を周知する。 

（３）保護者からの相談・要望、保護者への連絡の必要性等が生じた場合には迅速に対応する。 

（４）必要に応じて問題の解決や事態の収拾のため、個人のプライバシーに配慮しつつ、保護者や PTA 

役員等に協力を依頼し、教職員と保護者の協力体制を確立する。 

 

８ 地域および関係機関や団体等との連携推進の方策 

（１）校区教育協働委員会において、いじめ防止対策基本方針の説明を行う。 

（２）警察・児童相談所等と日常的に連携をとり、いじめ事案への対応の際には必要に応じてこれら関係 

機関と連携して対応に当たる。 

 

９ 学校評価および基本方針改善のための計画 

（１）年度毎に教職員対象に学校評価アンケートを行い、学校いじめ対策委員会で学校いじめ防止基本

方針の見直し、改善を進めていく。 

（２）運営委員会、生活指導部会、特別支援教室校内委員会、校区教育協働委員会、保護者会等で出た

意見を参考にいじめ防止基本方針の改善にいかしていく。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



１０ その他 

（１）いじめ発見から対応までの流れ 

発見 

 

報告 

 

 

 

 

 

 

情報収集 

・事実確認 

 

 

 

 

 

 

 

 

認知判断 

・方針決定 

 

保護者へ 

の連絡 

 

 

 

 

 

 

 

支援・指導 

 

 

 

 

 

経過観察 

 

 

 

 

 

解消判断 

 

 

 

再発防止 

 

 

 

情報を得た教員 

学年主任・担任 生活指導主任 

校長・副校長 

・デイケン、いじめＤアンケートなどからの発見 

・生徒、保護者、地域住民からの相談 

当該生徒の担任、 

学年の教員など 

・生徒の安全確保 

・いじめの即時停止 

被害生徒

への支援 ・必要に応じてその他関 

係諸機関につなぐ 

・教育委員会に報告。 

※報告はいじめ解消 

まで継続して行う 

被害生徒の保護者 

・休み時間、授業の様子、放課後の様子などを 

細かく観察 

・被害生徒、加害生徒と定期的に面談を行う。など  

※最低でも 3か月は経過観察を続ける。 

・いじめ予防、早期発見、いじめ対応の見直し 

・被害生徒、加害生徒への支援 

 （学習支援、心理的サポートなど） 

加害生徒

への指導 

・経過観察の様子を見て、いじめ対策委員会で 

 いじめ解消判断を行う 

※緊急の場合には、状況に応じ

て対応するため、本フローどおり

に行わないこともある。 

・子どもがいじめの被害を受

けている可能性があること 

・今後の学校の対応について 

などを速やかに報告する 

所属集団

への指導 

当該学年の教員 

・被害生徒、加害生徒（周辺生徒等）から聞

き取り 

※原則、複数教員で 1人ずつ聞き取り 

※必要に応じて、聞き取りの際は「アセスメ

ントツール」の活用を行う 

例 

「いつ」「どこで」「誰が」「何を」「どの

ように」「なぜ」したのかを具体的に

聞き取る 

いじめ対策委員会 

①事案報告・共通理解 

②いじめとしての認知判断 

※いじめとして認知する場合は 

 重大事態となるかどうかも含めて判断 

③今後の対応方針、役割分担 

この間、被害生徒、加害生徒

の保護者には進捗情報をこま

めに連絡する 

重大事態となるかどうかの判断の際

にはいじめ防止対策基本方針、また

は必要に応じて、「アセスメントツー

ル」のうちの「緊急介入・いじめ重大

事態リスクチェック表」を活用する 

聞き取りの内容を保護者に報告し、

今後の要望などを聞く 

いじめ対策委員会で決定した方針に従って対応 



（２）いじめの未然防止および早期発見のための年間計画 

 研修・会議 未然防止の取り組

み 

早期発見の取り組み 保護者・地域との連携 

４月 

いじめ防止研修 

・学校いじめ防止基

本方針の確認 

など 

・セーフティー教室 

SNSの使い方 

・トリプルチェンジの

授業実施 

・朝礼で、学校いじ

め防止基本方針の

説明 

・デイケン 

・いじめ D アンケート 

 

・保護者会で、学校い

じめ防止基本方針の

説明 

・セーフティー教室に

保護者も参加 

・個人面談 

５月 
  ・デイケン 

・いじめ D アンケート 

・運動会 

・校区教育協働委員会 

６月 
・ふれあい月間アン

ケート（教員対象） 

 ・デイケン 

・いじめ D アンケート 

 

７月 

 いじめに関する道徳

の授業 

・デイケン 

・NiCoLi 

・学校風土調査 

・市民科地区公開講座 

・三者面談 

・校区教育協働委員会 

・警察による講話 

（終業式） 

８月 

いじめ防止研修 

・ふれあい月間アン

ケートのフィードバ

ック 

   

９月 
 トリプルチェンジの

授業実施 

・デイケン 

・いじめ D アンケート 

・校区教育協働委員会 

・保護者会 

１０月 
  ・デイケン 

・いじめ D アンケート 

・学校公開 

・学習成果発表会 

１１月 
・ふれあい月間アン

ケート（教員対象） 

 ・デイケン 

・いじめ D アンケート 

・校区教育協働委員会 

１２月 

いじめ防止研修 

・ふれあい月間アン

ケートのフィードバ

ック 

 ・デイケン 

・NiCoLi 

・学校風土調査 

・学校公開 

・三者面談 

・校区教育協働委員会 

１月 

 トリプルチェンジの

授業実施 

・デイケン 

・いじめ D アンケート 

 

 

２月 
  ・デイケン 

・いじめ D アンケート 

・学校公開 

・校区教育協働委員会 

３月 
取組みの振り返り基

本方針の見直し 

 ・デイケン 

・NiCoLi 

・保護者会 

※月に２回以上のいじめ対策委員会の開催 

※週に１回の運営委員会、生活指導部会、特別支援委員会での情報共有 


